
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当官説明資料 

































働く人の安全と健康の確保                      安全課 健康課 

１ 時間外労働の上限規制

適用（いわゆる「2024 年 

 問題）に対し、適切に対

応します。 

２ 長時間労働の抑制を図 

るため、労働基準行政が

一体となった過労死等防

止対策に取り組みます。 

３ 中小企業、小規模事業

者が基本的労働条件の枠

組みを確立できるよう支

援を行い、法定労働条件

の履行確保を図ります。 

４ 労働基準監督機関とし

ての権限を適正かつ斉一

的に行使いたします。 

（件）              申告・相談件数の推移             （件） 

 

（令和６年度労働基準部行政運営方針ＰＲ版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容の詳細等については、北海道労働局労働基準部 011－709－2311 の各担当課・室（監督・安全・健康課、賃金室、労災

補償課）又は各労働基準監督署までお問合せください。 

北海道労働局 HP (https://jsite.mhlw.go.jp/hokkaido-roudoukyoku/home.html/) 

 

全産業における死傷者数の推移 

働き方改革における長時間労働の抑制、法定労働条件の確保・改善        監督課 

１ 第 14 次労働災害防止計画（2023

年度～2027年度）に基づき、労働災

害の大幅な減少に取り組みます。本

年度は、 

①死亡者数を過去最少人数の49人以

下とさせます。 

②休業４日以上の死傷者数を、令和

４年と比較して減少に転じさせま

す。 

２ 「自発的に安全衛生対策に取り組

むための意識啓発」、「労働者の作

業行動に起因する労働災害防止対策

の推進」、「高年齢労働者の労働災

害防止対策」を重点事項に掲げ、そ

の増加に歯止めをかけます。 

 

安心して働ける職場環境づくり 
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相談件数(左目盛） うち過重労働・長時間労働・賃金不払残業

関係相談事項件数（左目盛（））

うち労働時間関係

相談事項件数（左目盛（））

申告件数（右目盛）

2,511

 

（人） 

（令和５年の数字は令和６年２月末速報値） 

https://jsite.mhlw.go.jp/hokkaido-roudoukyoku/home.html/


■ 賃上げが可能な環境整備に資するよ

う、中小企業・小規模事業者に以下の支

援を行います。 

 １ 賃金引き上げ特設ページ 

 ２ 業務改善助成金 

 ３ 北海道働き方改革推進支援センター   

 

        

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

最低賃金の周知・徹底及び履行の確保を効果的に推進します。 

 

33,305
34,379 34,835

35,754
34,859 

37,400

42,411 

32,000

34,000

36,000

38,000

40,000

42,000

44,000

  
対象事 

業場数 

取組のあ

る 

事業場数 

取組の 

割合 

特定 6 業種 

(30 人以上) 
4,888 3,705 75.8% 

特定 6 業種 

(30～49 人) 
2,971 2,035 68.5% 

全産業 

（30 名以上) 
13,601 10,615 78.0% 

最 低 賃 金 の 件 名 
時間額
（円） 

効力発生日 

北 海 道 最 低 賃 金 ９６０ 令和 5 年 10 月 1 日 

処 理 牛 乳 ・ 乳 飲 料 、 

乳 製 品 、 糖 類 製 造 業 
９９６ 令和 5 年 12 月 1 日 

鉄 鋼 業 1,030 令和 5 年 12 月 1 日 

電子部品・デバイス・電子回路､ 

電 気 機 械 器 具 、 

情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業 
９９７ 令和 5 年 12 月 1 日 

船 舶 製 造 ･ 修 理 業 、 

船 体 ブ ロ ッ ク 製 造 業 
９９０ 令和 5 年 12 月 1 日 

最低賃金・賃金の引上げに向けた支援の推進等                賃金室 

労災補償対策の推進                          労災補償課 

 労働災害による負傷及び脳・心臓疾患、精神障害、石綿関連疾患などの業務上疾病について、認定基準を

的確に運用し、労災請求の早期決定を行うとともに、相談者等に対しては懇切・丁寧な対応に努めます。  

  また、 

 
       労災給付新規受給者数の推移    （人）    脳・心臓疾患、精神障害及び石綿関連疾患に係る労災補償状況（件)  

業務改善助成金 働き方改革推進 
支援センターのご案内 

賃金引き上げ 
特設ページ 

メンタルヘルス取組状況（R６.２月末現在） 

３ 各事業場において、メンタルヘルス不調 

 の予防など、メンタルヘルス対策の取組が

実施されるよう、特定６業種（卸売業、小

売業、金融業、教育・研究業、清掃業）を

中心に取組を推進します。 

４ 化学物質、石綿、粉じんなどによる健康

障害の防止に取り組みます。 

５ 「STOP！熱中症 クールワークキャンペ

ーン」等を通じて、暑さ指数（WBGT 値）の

把握・活用などによる熱中症対策の取組が

促進されるよう周知・指導を実施します。 



計画期間
2023(R5)年度から2027(R9)年度までの５か年間

計画の目標 2027(R9)年の死亡災害及び死傷災害を

次のとおりとする

〇死亡災害 2022(R4)年と比較して10％以上減少

〇死傷災害 2022(R4)年と比較して減少に転じさせる

北海道労働局 死傷災害の推移（H15～R4）

計画の重点事項
重点事項（８項目）の取組の成果としてアウトプット指標を定め

るほか、アウトプット指標を達成した結果として期待される事項を
アウトカム指標として定め、毎年これらの指標を用いて計画の実施
状況の確認及び評価を行い、必要に応じて計画を見直します。
（リーフレットに記載したアウトプット指標は全て2027年までの
取組みとなります。）

１自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発

〇安全衛生の取組を見える化する仕組みを活用し、主体的に安全衛生対策に取り組む
〇安全衛生対策におけるDXの推進（AIやウェアラブル端末等の技術を活用した安全衛生活動の推進、
危険有害な作業の遠隔管理、遠隔操作、無人化等による作業の安全化）

２重点業種における労働災害防止対策の推進（建設業、小売業・社会福祉施設）

〇建設業 高所からの墜落・転落防止措置を確実に実施するとともに、墜落・転落災害の防止に関する
リスクアセスメントを実施する

〇小売業・社会福祉施設 非正規雇用労働者も含めた全ての労働者への雇入時等における安全衛生教育の
実施を徹底する。介護・看護作業において、「ノーリフトケア」の導入を進める

（重点事項ごとの具体的取組は指標に関連した事項の抜粋です。詳しくは北海道労働局第14次労働災害防止計画をご確認ください。）

アウトプット指標

アウトカム指標

〇「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」に基づく措置を

〇墜落・転落災害の防止に関するリスクアセスメントに取り組む事業場を85％
（総合建設業は90％）以上とする

〇正社員以外への安全衛生教育の実施率を80％以上とする
〇ノーリフトケアを導入している事業場の割合を2023年と比較して増加させる

〇転倒による平均休業見込日数を40日以下とする

〇建設業の死亡者数を2022年と比較して20％以上減少させる
〇社会福祉施設の腰痛の死傷年千人率を2022年と比較して減少させる

第 1 4 次

労働災害

防止計画
厚生労働省 北海道労働局

誰 も が 安 全 で 健 康 に 働 く た め に

第14次防詳細はこちら→

計画のねらい
北海道の労働現場における安全衛生の水準は

大幅に改善し、死亡災害は減少しているものの、
休業４日以上の死傷災害は、ここ数年増加傾向
にあります。

誰もが安全で健康に働くためには、労働者の
安全衛生対策の責務を負う事業者や注文者のほ
か、労働者等の関係者が、安全衛生対策につい
て自身の責任を認識し、真摯に取り組むことが
重要です。また、消費者・サービス利用者にお
いても安全衛生対策費への理解が求められます。
安全衛生に取り組む事業者が社会的に評価さ

れる環境を醸成し、安全と健
康の確保の更なる促進を図り
ます。

16,472



３高年齢労働者の労働災害防止対策の推進

〇「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」に基づき、就労状況等を踏まえた安全衛生管理体制
の確立、職場環境の改善等に取り組む

４多様な働き方への対応や外国人労働者等の労働災害防止対策の推進

〇外国人労働者に対し、安全衛生教育マニュアルを活用する等による安全衛生教育の実施や健康管理に取り組む

５労働者の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進

〇転倒災害対策にハード・ソフト両面から対策に取り組む

６その他の労働災害防止対策の推進（陸上貨物運送事業、製造業、林業）

〇陸上貨物運送業 「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」に基づく措置を実施する
〇製造業 機械による「はさまれ巻き込まれ」防止対策に取り組む
〇林業 「チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン」に基づく措置を実施する

７労働者の健康確保対策の推進

８化学物質等による健康障害防止対策の推進

〇ストレスチェックの実施のみにとどまらず、ストレスチェック結果をもとに集団分析を行い、その集団分析
を活用した職場環境の改善まで行うことで、メンタルヘルス不調の予防を強化する

〇ＳＤＳ等に基づくリスクアセスメント等の実施及びその結果に基づく自律的なばく露低減措置を実施する
〇石綿の事前調査を確実に実施し、事前調査結果に基づく適切な石綿ばく露防止対策を実施する
〇熱中症予防のため、暑さ指数の把握とその値に応じた措置を適切に実施する

アウトプット指標

アウトカム指標 60歳代以上の死傷年千人率を男女ともに2027年までにその増加に歯止めをかける

高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドラインに基づく高年齢労働者の安全衛
生確保の取組みを実施する割合を50％以上とする

アウトプット指標

アウトカム指標 外国人労働者の死傷年千人率を2027年までに労働者全体の平均以下とする

母国語や視聴覚教材を用いて外国人労働者向けの災害防止の教育を実施している
事業場を50％以上とする

アウトプット指標 転倒防止対策（ハード・ソフト両面からの対策）に取り組む事業場を50％以上とする

アウトカム指標
〇転倒の年齢層別死傷年千人率を男女とも増加に歯止めをかける
〇転倒による平均休業見込日数を40日以下とする

アウトプット指標

アウトカム指標

〇メンタルヘルス対策に取り組む事業者の割合を80％以上とする
〇50人未満の小規模事業場におけるストレスチェック実施の割合を50％以上とする
〇必要な産業保健サービスを提供している事業場の割合を80％以上とする

仕事や職業生活に関することで強い不安、悩み又はストレスがあるとする労働者の
割合を50％未満とする

アウトプット指標

アウトカム指標

〇ラベル表示、ＳＤＳの交付を行っている事業場の割合を80％以上とする
〇リスクアセスメントを行っている事業場の割合を80％以上とするとともに、
その結果に基づいて必要な措置を実施している事業場の割合を80％以上とする

〇熱中症災害防止のために暑さ指数を把握し活用している事業場の割合を増加させる

〇化学物質の性状に関連の強い死傷災害（有害物等との接触、爆発、火災によるも
の）の件数を第13次労働災害防止計画期間と比較して５％以上減少させる

〇熱中症による死亡者数を第13次労働災害防止計画期間と比較して減少させる

アウトプット指標

アウトカム指標

〇「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」に基づく措置を
実施する事業場（荷主となる事業所を含む。）の割合を45％以上とする

〇機械による「はさまれ・巻き込まれ」防止対策に取り組む事業場を60％以上とする
〇「チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン」に基づく措置を
実施する事業場を50％以上とする

〇陸上貨物運送事業の死傷者数を2022年と比較して5％以上減少させる
〇製造業における機械による「はさまれ・巻き込まれ」の死傷者数を2022年と比較
して５％以上減少させる

〇林業の死傷者数を2022年と比較して5％以上減少させる

（R5.4）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

建設工事着工期労働災害防止運動 

運動期間：令和６年４月１日～６月 30日 

～「着工期」こそ、安全対策の「質」を決める時期～ 

◆  建設業の月別労働災害発生件数の推移 過去 10 年(平成 25 年～令和４年)の各月計 

● 建設工事現場が動き出す４月～６月の「着工期」こそ、安全対策の「質」を決める
時期です。 

● 安全衛生教育の充実、安全衛生管理体制の再確認及び安全意識の定着を最重点とし
て「建設工事着工期労働災害防止運動」を展開します。 

● 特に、５月25日から５月31日までを「建設安全週間」と定め、各事業場の自主的
な労働災害防止活動の一層の促進を図ることとします。 

「リーフレット」及び「実施要綱」全文は、北海道労働局のホームページ内のホーム＞労働条件・職場の安全衛生＞職場の災害防止対策

＞建設業の労働災害防止対策等についてに掲載しますので、活用してください。 （R６.３）  

） 

   した墜落防止措置の徹底 
   ク 作業主任者の選任、職務の励行 
 （２）重機災害防止対策 
   ア 車両系建設機械 
    a 作業計画の策定（種類及び能力、運行経路、 

作業方法） 
    b 立入禁止区域の明確化 
    c 誘導者の配置による転落・接触防止 
    d b 及び c に加え、自動警報機能や自動停止機能 

を利用した有効な立入禁止措置の導入 
e 主たる用途以外の使用制限 
f 路肩、傾斜地等における転落、転倒防止 
g 特定自主検査を含む定期自主検査の実施 

  イ 移動式クレーン 
    a 作業計画の策定（作業方法、転倒防止、労働者 

の配置及び指揮の系統） 
    b 過負荷の制限 
    c アウトリガーの最大張出 
    d 適正な玉掛用具の使用 
    e 安全装置の有効使用 
    f 性能検査・定期自主検査の実施    
 （３）土砂崩壊災害防止対策 
   ア 安定勾配の確保又は土止支保工の設置 
   イ  作業開始前の地山の点検 
   ウ 作業主任者の選任、職務の励行 
   エ 作業手順に基づく安全作業 
   オ 現場責任者による巡視・点検の励行 
   カ 構築物・仮設物の倒壊防止 
 （４）交通労働災害防止対策 
   ア 路面状況にあった安全な速度での走行 
   イ 工事現場における第三者車両からの危害防止措置 
   ウ 交通労働災害防止のためのガイドラインの遵守 
   エ 交通ヒヤリマップを作成し、安全運転等の教育に 

活用 
   オ 運転者の負担軽減等の過労運転の防止対策 
 （５）「エイジフレンドリーガイドライン」に基づく、職

場環境の改善の取組 
 （６）転倒災害防止対策の取組 

（７）外国人労働者に対する母国語による安全衛生教材を
使用した教育の実施 

（８）暑さ指数（WBGT 値）を活用した熱中症予防対策の取組 
 

１ 重点実施事項 
（１）墜落・転落災害の防止に関するリスクアセスメントの取組 
（２）現場管理を行う事業者における教育の実施 
   ア 元方事業者が実施すべき事項 

      工事現場担当職員に対する教育(現場管理、作業計画、 
リスクアセスメント（以下「ＲＡ」という。）のたて方、 
関係請負人に対する教育援助の方法等)の実施 

   イ 工事現場担当職員が実施すべき事項 
      関係請負人に対する教育及び指導援助(作業計画、ＲＡの 

たて方、ＫＹＴ、ＴＢМの方法等) 
  ウ 直接工事を請負う事業者 
       自ら雇用する作業員に対する教育(就業制限業務、高所作 

業における措置、はしご等の正しい用具の使い方)の実施 
   エ 外国人労働者に対する事項 
       母国語による安全衛生教材を使用した教育の実施 
（３）経営首脳者による安全パトロールの実施 
（４）現場における元方事業者による以下の統括安全衛生管理の

徹底 
   ア 協議組織の設置・運営及び関係請負人の参加 
   イ 作業間の連絡・調整の確実な実施 
   ウ 作業場所の巡視の確実な実施 
   エ ＲＡ・ＫＹＴ・ТＢМ等の安全活動の実施  
   オ  工程計画及び機械・設備の配置計画の策定並びに関係請 

負人が策定する作業計画への指導 
（５）職長、作業主任者による安全衛生管理活動の促進 
（６）運動期間中、特に、工事開始時期及びその後一定期間ごと

並びに「建設安全週間」に、店社による安全パトロール、
現場責任者による巡視・安全点検等の集中的な実施 

（７）安全大会の実施、「建設工事着工期労働災害防止運動」シ
ールの保護帽への貼付などによる作業者の安全意識の向上 

（８）「エイジフレンドリーガイドライン」に基づく、職場環境
の改善の取組 

（９）転倒災害防止対策の取組 
（10）熱中症予防対策の取組 
２ 安全パトロール等の安全活動時における確認事項 
（１）墜落・転落災害防止対策 
   ア 墜落・転落災害の防止に関する RA の確実な実施 
   イ 開口部の養生、危険箇所の表示 
   ウ 作業床の設置、手すり及び中さん等の設置 
   エ 手すり先行工法等の「より安全な措置」の採用 
  オ 防網の設置、墜落制止用器具取付設備の設置 
   カ フルハーネス型墜落制止用器具の確実な着用 
  キ はしご等の使用時における安全ブロック等を使用 
 

◆  業種別・月別労働災害発生件数の推移 過去 10 年(平成 25 年～令和４年)の各月計 

建設工事着工期労働災害防止運動実施要綱（抜粋） 

             （運動期間 令和 6 年４月 1 日～６月 30 日）     厚生労働省北海道労働局 
 

建設業における令和５年の労働災害発生状況は、令和６年１月末現在の速報値をみると、死亡者数は６人と前年同期に比
べ 17 人減少し、死傷者数についても 870 人（新型コロナウイルスによるものを含む）と前年同期に比べ 95 人減少してい
ます。死亡災害における「事故の型」では、「墜落、転落」が３人と最も多く、死亡者数の半数を占めているほか、死傷災
害における「事故の型」では「墜落、転落」が 31.5％と依然として３割以上を占めています。 

また、令和６年に入り、建設業における死亡者数は既に３人（令和６年２月末現在）に上っており、労働災害防止に向け
た基本的な対策の徹底が必要とされるところです。 

労働災害防止対策の徹底を図るためには、建設工事現場が動き出す着工期に、安全衛生管理体制の再確認及び安全衛生教
育等を実施し、事業場全体に安全意識を定着させることが重要です。 

このため、「『着工期』こそ、安全対策の「質」を決める時期」をスローガンに、「建設工事着工期労働災害防止運動」を
展開します。 

加えて、５月２５日から５月３１日までを「建設安全週間」と定め、各事業場の自主的な労働災害防止活動の活性化を図
ることとします。 

 

１ 運動期間：令和６年４月１日～６月３０日 
２ 主唱者 ：厚生労働省北海道労働局・各労働基準監督署（支署） 
３ 協賛者 ：建設業労働災害防止協会北海道支部、一般社団法人北海道建設業協会、一般社団法人日本建設業連合会北 

（順不同） 海道支部、一般社団法人建設産業専門団体北海道地区連合会、一般社団法人北海道建築工事業組合連合 
会、職業訓練法人札幌市建築業組合、一般社団法人日本ツーバイフォー建築協会北海道支部、一般社団法 
人プレハブ建築協会北海道支部、公益社団法人建設荷役車両安全技術協会北海道支部、一般社団法人日本 
道路建設業協会北海道支部、一般社団法人北海道舗装事業協会、建設工事発注者連絡協議会 

４ 実施者 ：建設業関係各事業場（工事現場） 
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《実施要綱に基づく重点取組事項》 

 各種安全衛生教育を確実に実施しましょう（店社、現場、協力会社としてＲＡ・ＫＹＴ・ＴＢМ等）。   

 新規入場、配置替、能力向上教育等を確実に実施しましょう。 

 移動式クレーンや車両系建設機械等は、リスクアセスメントの評価に基づく作業計画を作成しましょ
う。 

 職長・作業主任者による適切な作業指揮を実施しましょう。 

 屋根、足場、はしご等からの墜落・転落災害防止措置を確実に行いましょう。 

 高所作業時に、フルハーネス型墜落制止用器具を使用しましょう。 

 通勤経路の交通ヒヤリマップの作成や、送迎運転者に対する業務の負担軽減に配慮しましょう。 

建設工事現場に入場する方は、保護帽に着工期運動のシール

を貼り、全員参加で運動の機運を醸成させましょう。 

北海道労働局ホームページ 
「建設工事着工期労働災害防止運動」 

[工事事務所などに掲示しましょう] 

･ 労働基準監督署（支署） 

第14次労働災害防止計画の建設業の重点取組事項 

 墜落・転落災害の防止に関するリスクアセスメントの取組 
 「エイジフレンドリーガイドライン」に基づく、職場環境の改善の取組 
 転倒災害防止対策の取組 
 外国人労働者に対する母国語による安全衛生教材を使用した教育の実施 

 

建設工事着工期労働災害防止運動 
STOP！労働災害 運動期間 令和６年４月１日～６月 30日 

 

厚生労働省 北海道労働局 


